新防人考　変貌する自衛隊　　　　東京新聞　社会面　2007.8.19～8.23
制服組インタビュー　イラク派遣時　陸上幕僚長　先崎　一氏

ヘリ派遣真剣に検討

　──イラク特措法が二〇〇三年七月に成立した。陸上自衛隊の対応は。

　「イラク戦争をみていて、いずれ出番が来ると思った。（イラク特措法が国会上程される五日前の）六月二日、陸上幕僚監部に準備室を立ち上げ、内々に検討を開始した」

　──アフガニスタン派遣には消極的だったが…。

　「アフガン派遣は北大西洋条約機構（NATO）から要請があった。示された地域は奥地で、補給線が伸びきってしまう。この要請を断ったことがイラク派遣につながった」

　──イラクではどんな活動を想定したのか。

　「国連平和維持活動（PKO）の経験からも施設復旧や医療に限定されると思った。だが、ローレス米国防副次官からはヘリコブタ一による航空輸送を求められた。陸自には砂漠でヘリを運用した実績がない。（〇四年一月に）人道復興支援を行う部隊を送り込む一方で、ヘリの派遣を真剣に検討した」

　──えっ、ヘリ派遣を考えていたのか。

　「その通りだ。大型のCH47ヘリコプターを持つ千葉県木更津の第一ヘリ団に準備を命じた。ミサイルからの回避訓練を開始していたが、政治決定がなく、派遣には至らなかった」

　──米軍ヘリが何機も撃墜されている。派遣していれば、相当厳しい活動になったのでは。

　「私がイラクへ激励に行った時のことだ。バグダッドから米軍ヘリで陸自のサマワ宿営地に向かったところ、ヤシの杢止から銃の発砲を示す白煙が上がった。すると米兵二人がドアを開け、地上に向かって機関銃を構えた。応射はしなかったが交戦寸前。見えない敵を撃つのだから、自衛隊の武器使用基準では対応が困難だと思った」

　──陸上自衛隊の撤収後、自衛隊法が改正され、海外活動が本来任務に格上げされた。

　「サマワで一緒になったオランダ軍は、隊長レベルの判断で工事を発注できるカネを持っていた。海外活動を本格化させるなら、部隊長の権限の範囲で自由に使えるカネを持たせる必要がある。部隊に裁量権がないと危険な事態を回避する選択肢が狭くなる」

　──イラク派遣で得た教訓や感想は何か。

　「①他国の軍隊と対等に活動できることが分かり、自信がついた②半世紀に及ぶ教育・訓練、人材育成が間違っていなかった③地域と一体化するという陸自の伝統が生きた④五つある方面隊から多くの隊員を派遣したことで意識改革に成功した─の四点。自衛隊の海外派遣は国家意思の表明そのものだ。国にとって『自衛隊の力』が『外交の力』であると広く理解されたのではないか」

■記者の一言■

　一九九二年の海外派遣開始から、陸上自衛隊の死者はゼロ。恵法九条の制約から、活動内容が限定されていることが最大の理由だ。
バグダッド空輸時の航空幕僚長　吉田　正氏

米軍撤収までは引けぬ

　──イラク派遣から一年後航空幕僚長になった。撤収についてどう考えていたか。

　「会見では言わなかったが、米軍の大部分が撤収するまで、自衛隊は引き揚げられないと思っていた。米軍全体の空輸量からみれば、空自の仕事は歯牙にもかからない。イラクに日の丸が立つことに米国は価値を見いだしている。国内事情で引いてはまずいのだろうと考えていた」

　──陸上自衛隊は昨年七月に撤収した。

　「陸自はサマワにいて米軍との関係が薄かった。空自が現在も活動を続けることで、アフガニスタン派遣やアフリカのダルフール派遣を求める他国の声を抑制している」

　──陸自撤収後、バグダッドへの空輸を始めた。

　「クウェートの米軍や近隣国にある米軍調整所は『無理しなくていい』と言ってくれるのに、米国防総省など中央は『もっとイラクの奥に行ってくれ』と求めてきた。現地を無視していて、教条的な感じがした」

　──でも断らなかった。

　「米軍はバグダッド便を数多く飛ばしている。民航機が自由に飛べるまで、軍の輸送機はいくらあっても足りない」

　──国連空輸ではバグダッド経由で先のアルビルまで行っている。

　「私は国連を運ぶことには反対だった。米軍も国連空輸を無視している。アルビルには民航機が飛んでおり、軍用機で運ぶ必要がないからだ。国連空輸を目玉にすると、米軍が撤収しても空自が撤収できなくなる恐れがある。政治の決定だから、仕方ないが…」

　──実際の空輸は国連職員より米兵が圧倒的に多い。「人道復興支援が中心」と明記している基本計画と合わない。政府は情報開示もしない。

　「尺度は量ではない。人道復興支援の人やモノを優先して運んでいる。空輸の実態を隠す必要はない。説明すべきだ」

　──空自のC130輸送機は、戦闘地域を飛ぶこともあるのでは？

　「地図で示せるならともかく、どこが戦闘地域か否かの判断は飛行機乗りの世界になじまない。下から弾を撃たれるかどうか脅威の度合いを判断して、飛ぶかやめるか決めるだけだ」

　──バグダッド近くで、C130がミサイルに狙われていることを示す警報が出ることがある。

　「実際にミサイルが飛んできているのかどうか分からない。警報機の誤作動もある。危険度と任務をはかりにかけて活動を続けている。私は首相官邸で『万一撃たれても騒がないでほしい』『はしごを外さないでほしい』と求めた。テロと同じで、どこで攻撃を受けるか分からない活動だからだ」

　■記者の一言■

　首都バグダッドへの空輸は危険を増し、六月以降、欠航が相次いでいる。それでも活動を続けるのは「対米支援のため」であることが吉田氏の言葉からも分かる。
インド洋派遣時の海上幕僚長　石川　亨氏
洋上補給6年「哨戒」検討を

　──二〇〇一年の米中枢同時テロの直後、在日米海軍司令官と対応策を協議したのか。

　「在日米海軍司令官は深夜の電話で『海からのテロが怖い』と言った。当時、横須賀基地には空母キティホークが停泊していた。虎の子の空母がテロ攻撃を受けたら、大変なことになる。海上自衛隊で横須賀基地や佐世保基地の警戒・監視を強めた」

　──その後、避難のため出航したキティホークを海自護衛艦二隻が護衛して、集団的自衛権の行使と報道され、首相官邸が激怒した。海自の独走だったのか。

　「海自に米艦艇を警護する権限はない。防衛庁で議論して、防衛庁設置法の『調査・研究』を根拠に出航させることにした。もちろん長官や事務次官も承知していた。官邸が激怒した理由はいろいろ推測できるが、追及しないことにした」

　──誤解を生むような行動をとる必要はなかったのでは。

　「米国との信頼関係の問題だ。米国が攻撃された。日本が何もしないではすまされない。日米関係は対等といわれるが、実際には日本は米国なしでは生きていけない」

　──〇一年十月にテロ特措法がスピード成立し、インド洋での洋上補給が始まった。海自が政府に提案したのか。

　「防衛庁で支援策を考え、官邸に示した。現行憲法下で一番適当なのが洋上補給だった」

　──イージス護衛艦の派遣では自民党から反対があった。

　「マスコミに責任がある。イージス派遣をあたかも攻撃にいくかのように報道した。高い防空能力はいち早く、危険を察知して退避するのに役に立つ。説明は難しいものだ」

　──現地では米軍との連携はうまくいったのか。

　「最初から情報交換はスムーズだった。インド洋で指揮を執る米海軍第五艦隊司令官から『そばにいてくれるだけでうれしい』と感謝された」

　──この活動を続けるべきなのか。

　「洋上補給が始まって六年がたつ。緊急事態だったから無償で燃料を提供した。この活動が未来永劫（えいごう）でよいのか疑問はある。他国の艦艇のように哨戒活動にあたることも検討すべきではないか」

　──テロ特措法の延長問題は臨時国会の焦点になる。

　「米中枢同時テロ以降、日本の専守防衛の流れが変わってきている。国際社会で応分の責任を果たさなければならない」

■記者の一言■

　インド洋での活動は特措法という日切れ法を、四度も延長するに値するのか。防衛省は活動の詳細を伏せたまま、延長が必要と主張する。〝大本営発表″をうのみにはできない。
カンボジア派遣時の陸上幕僚長　冨沢　暉氏

派遣拒否…あり得ない

　──湾岸戦争を境に潮目が変わり、自衛隊の海外派遣が浮上した。

　「カネだけ出していては具合が悪いと、政治が持ち出した。とはいえ、武力行使はできない。陸上自衛隊として何ができるか、暗中模索だった」

　──宮沢政権で国連平和維持活動（PKO）協力法ができてカンボジア派遣が始まった。

　「現地で日本人ボランティアが殺されたとのニュースは衝撃だった。隊員から死者が出ないとも限らない。家族に何といえばいいのか。記者会見でどう答えるのか。そこまで考えた派遣ではなかった」

　──家族にはどう言うつもりだったのか。

　「それは明かせない。シビリアンコントロール（文民統制）というが、政治が責任を持つから、さあ行きなさいという万全の態勢ではなかった」

　──イラク派遣では陸上幕僚監部が国葬に準じる儀式を準備していた。

　「すごい進歩だ。経験を重ねた成果だね。冷戦後は海外に行かなければ、自衛隊の仕事がなくなってしまう。だから新任務として始まったが、細部まで詰めなかった。振り返ると内心じくじたるものがある」

　──陸幕長としてルワンダ難民救援に部隊派遣した。米軍撤収後のかなり危険な任務だった。

　「人道支援というので了承したが、勘違いしていて米軍撤退後の派遣になった。私のミスだ。現地の治安は悪く、薄氷を踏む思いだった」

　──制服組が派遣を決めたのか。

　「いや、もちろん政治の決定だった。当時の玉沢徳一郎防衛庁長官に『警備部隊を増やし、早い段階の撤収をお願いします』と頼むと、玉沢氏は駐留を予定していたコンゴ（旧ザイール）に乗り込み、大統領と直談判して『占領ではない。遅くても年内に帰る』と約束し、旧ザイール軍との友好関係を取り付けた。帰国後、『帰国時期は閣議で決める』と不満が出たと聞いているが、信頼に値する行動だった」

　──持参する機関銃が一丁か、二丁かでもめた。

　「防衛事務次官に『一丁なら行かないとは言わない』と話していたが、国会論議でやはり一丁になった。陸自OBの会合で『おまえは妥協した。希望が通らなければ横になれ（派遣を拒否しろの意）、クビになったらその次も、またその次の陸幕長も横になれ』と批判された。私は『派遣は私が決断した。ひいきの引き倒しはしないでください』と反論した」

　──派遣拒否の選択肢もあったのか。

　「いや、ない。われわれは政治の要求は受けなければならない。『政治が悪い』という逃げ口上は言えない」

■記者の一言■

　戦地派遣にはカネがかかる。陸自のイラク派遣費用は七百二十二億円。宿営地の要塞（ようさい）化などに充てられた。やっかいなのは事前に分からないこと。戦費と一緒だ。
制服組インタビュー　新日米ガイドライン締結時の海上幕僚長　夏川和也氏

機能する組織 まず議論
　──北朝鮮が一九九三年に核拡散防止条約（NPT）脱退を表明した。

　「核開発しているとの情報があり、NPT脱退もあるかもしれないと思っていた。想像が現実になった。防衛庁だけでなく難民対策など各省庁が北朝鮮問題を検討するきっかけになった」

　──九五年に沖縄で米兵による少女暴行事件が発生した。日米関係に変化があるとの見方もあったが、翌年には日米安保共同宣言が出され、日米関係が強化された。

　「沖縄の事件は大変なことだと思った。事件は米軍基地問題の見直しを呼び起こした。ただ、基地問題にとどめるべきで、日米の枠組みは崩すべきではない。そこへ安保共同宣言だ。日米両政府は淡々とコトを進めていた」

　──海幕長のときに日米防衛協力指針（ガイドライン）が改定され、周辺有事の共同対処が一部可能になった。

　「ずっと前から（一九七八年合意の旧）ガイドラインに実効性があるのか疑問だった。いざというとき、日米でどう動くか具体的な取り決めがなかったからだ。日米連携の研究をやっていたはずだが、終わったのかどうか分からない」

　──新ガイドラインでは日米間の調整メカニズムで協力態勢を議論すると書かれた。

　「私が海幕長の時に後方支援をどうするか議論が始まり、次に運用について検討されたはずだ。制服組は与えられた任務をきちっとやらなければならない。権限、能力を与えずに『ほら、できない』と責められても困る。そのためには平素から議論が重要だ」

　──北朝鮮の弾道ミサイル、核開発で国民は危機意識を持った。

　「もともと自衛隊は朝鮮戦争をきっかけに生まれた。国民の軍事アレルギーから自衛隊は批判的な目で見られ、動いてはいけない組織とされてきた。ただ、私は北朝鮮の脅威より、国際貢献の積み上げが自衛隊を押し上げたとみている」

　──海外活動を通じて、できること、できないことがはっきりしたからか。

　「『ここまでやったから次はここまでやれる』という既成事実の積み上げが一番よくない。あるべき姿をまず議論すべきだ。例えば自衛隊の戦略は何なのか、と」

　──有事法制など、自衛隊が行動するための法整備は進んでいる。

　「他国の軍隊は『やれないこと』を明示しているから、やり方にさまざまな方法論がある。一方、自衛隊は『やれること』を決めて、あとは全部ダメだから、柔軟性に欠ける。法体系を見直さないと、必要なときに自衛隊は使えず、タイミングを逸することになる」＝おわり
　■記者の一言■

　新ガイドラインで自衛隊が米軍と連携できるのは周辺有事までだった。昨年改定された自衛隊法で、「国際安全保障環境の改善」のため、世界各地への進出が可能になった。アフリカや南米で米軍とともに行動する日が来るかもしれない。
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